
（応募申請用）

【様式１】

令和８年 月 日

 

標記について、以下の必要書類を添えて申請します。

：

：

：

：

：

：

：

：

注 1

2

3

氏 名 連携　一郎

　個人企業の場合は、業務概要及び定款又は寄附行為として、住民票の原本
（発行後３ヶ月以内のもの）を提出すること。また、認可を受けている者等
は、設立の認可を受け、又は設立の認可が適当であるとされた法人の定款又は
寄附行為の案を提出すること。ただし、この案が作成されていない場合には、
提出を要しない。

　応募者が地方公共団体以外の者である場合は、経理状況説明書として、直近
２決算期の貸借対照表及び損益計算書（応募の申請時に、法人の設立から１会
計年度を経過していない場合には、申請年度の事業計画及び収支予算、法人の
設立から１会計年度を経過し、かつ、２会計年度を経過していない場合には、
直近の１決算期に関する貸借対照表及び損益計算書）を提出すること。また、
地方公共団体が申請する場合は、申請年度の予算書を添付すること。

　連携企業に係る業務概要、定款又は寄附行為、経理状況説明書を添付するこ
と。

Ｔ Ｅ Ｌ 03-1234-5678

Ｆ Ａ Ｘ 03-1234-6789

Ｅ－ mail renkei@abc.jp

住 所 東京都港区・・・

所属部署 事業部

役 職 名 課長

１．実施計画書（別紙１）事業実施者の概要（別紙１-１） 導入前後比較図（別紙
　　１-２）企業間連携の概要（別紙１-３）及び、記載事項に係る根拠資料

５．その他参考資料

≪担当者≫　※別紙１から自動的に転記されます

郵便番号 〒111-1111

２．補助対象経費計算書（別紙２）及び、記載事項に係る根拠資料

３．応募者の業務概要及び定款又は寄附行為

４．応募者の経理状況説明書（直近２決算期の貸借対照表及び損益計算書）

〇 〇

　一般社団法人地域循環共生社会連携協会

　　代表理事　　岡 本　光 司　　殿

〇△□株式会社

代表取締役社長・✕✕　✕✕

申請者

（Scope3排出量削減のための企業間連携による省CO2設備投資促進事業）

応募申請書

東京都港区・・・

代表名の職・氏名

氏名又は名称

住 所

令和８年度脱炭素成長型経済構造移行推進対策費補助金

応募申請書記入例

代表企業１社＋連携企業２社（うち1社は2事業所で実施）

（代表企業も事業を実施する場合）

記入例は青文字で記入しているが、申請時は黒文字にする。

申請日を記載する。（メール送信日と大きく離れないこと。）

住所は都道府県から記入する。

押印不要

別紙１「実施計画書」の

事業実施責任者役職・

氏名と記入を一致させる。

別紙１の事業実施の担当者

欄に記入した内容が、自動的

に転記される。



（応募申請用）

【別紙１】

〒 111-1111

産業分類

フリガナ

〒 111-1111

FAX番号

第1希望日

第2希望日

第3希望日

フリガナ

〒 111-1111

FAX番号

GX率先実行宣言 ゴールド

宣言日

地域循環株式会社

1234567890123

製造業

勤務先住所 東京都港区・・・

注）　企業の代表権を付与された者で、申請者と同一であること

代表取締役社長・〇〇　〇〇

注）　民間企業の場合のみ記入

100,000,000円

役職 代表取締役社長

氏名 〇〇　〇〇 アイ　ウエ

事業部

東京都港区・・・

〇〇の製造、販売

企業分類（プルダウンより選択）

従業員数 3,000人

大企業

電話番号 03-1234-5678 03-1234-6789

令和８年度脱炭素成長型経済構造移行推進対策費補助金

（Scope3排出量削減のための企業間連携による省CO2設備投資促進事業）実施計画書
　

事業名 CO2排出量削減に向けた企業間連携事業

企業概要

事業実施責任者役職・氏名

資本金

事務連絡先

部署

役職

企業名

E-mail

電話番号

氏名

勤務先住所

法人番号（半角）

所在地

主な業務内容

部署

面談予定日時

事業の実施体制

＊　補助事業の実施体制について、補助事業者内の施行管理や経理等の体制、設備の保守計画を含め記入する。

別紙参照

代表企業である地域循環株式会社と連携企業2社が連携して設備更新を行うことでサプライチェーン全体の脱炭素の取
組を加速化させる。これにより地域循環株式会社のScope3削減につなげることを目的とする。また、本補助事業の活用
をサプライチェーン全体に発信することにより他のサプライヤーにも脱炭素の取組を強く意識させ取組を促進させる。

主な環境指
標の批准状
況（チェッ
クした項目
の根拠資料
をご提出く
ださい）

パートナーシップ構築宣言(内容を下欄に記載）

再エネ100宣言RE Action

デコ活宣言の実施

SBT

デコ活に関する取組み状況

事業の目的

代表企業 課長

連携　一郎

03-1234-5678

renkei@abc.jp

なし
他の補助金との関係②

事業実施
スケジュール

＊　事業の実施スケジュールを記入する。事業スケジュールは別紙を添付してもよい。
＊　複数年度にわたる事業の場合は、全行程を含めた実施スケジュールとし、年度ごとに工事を切り分けて記載すること。

別紙参照

他の補助金との関係①

＊　他の国の補助金等への応募状況等を記入する。

なし

面談者
（経営層）

2026年7月28日　10:00～10:30

2026年7月29日　11:00～11:30

2026年7月30日　13:00～13:30

デコ活応援団への参画

詳細は別紙参照

　.サプライチェーン全体の共存共栄と規模・系列等を超えた新たな連携
　・グリーン化の取組（脱炭素化技術の共同開発、省エネ診断に係る助言・支援、生産工程等の脱炭素化、
　　グリーン調達 等）他

SBT中小企業(代表企業が中小企業の場合)

代表事業者の設備更新実施場所において、ISO14001を取得

エコ・ファースト制度認定

RE100

TCFD

エコアクション21

2025/10/1

レンケイ　イチロウ

東京都港区・・・

03-1234-6789

GXリーグ参画 GX率先実行宣言のグレード（プルダウンより選択）

GXフューチャー・リーグ参画

＊　当該設備に過去、国の補助金等を活用している場合、補助金等の名称・導入設備・再生可能エネルギーの活用先・運用状況を記入する。 

・節電（電気使用量の削減）
・コピー用紙の削減
・廃棄物の削減

代表企業の情報を記入する。

応募申請日から1か月以内の日時を記入。

例：応募申請日：2026年7月1日の場合、

2026年8月1日以前の日付を記入。

13桁の法人番号を記入。

法人番号は下記の国税庁法人番号公表サイトで

確認可能。

https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/

様式第1の代表者と同一とすること。

黄色のセル ・・・入力して下さい。

緑色のセル ・・・選択してください。

水色のセル ・・・自動計算セルです。

灰色のセル ・・・入力不要です。

住所は都道府県から記入。

記入欄が足りない場合は別紙を

添付する。

国からの他の補助金（国からの補助金を原資と

して交付する補助金を含む）を受ける場合は、

補助対象外となります。

地方公共団体等からの補助金との併用は可能。



（応募申請用）

【別紙1-1】事業実施者の概要（代表企業用）

〒111-1111

産業分類

連携　一郎 フリガナ

〒111-1111

03-1234-5678 FAX番号

CDEF株式会社

CD-EF-W

事業実施者

①

対策名称

更新設備として利
用する環境省LD-

Tech認証製品（LD-
Tech認証製品の利
用がない場合は記

入不要）
型番

事業実施場所等

②

区画住所

施設概要

対策名称

メーカー

＜名称・主な業務内容＞

注）　上記事業実施者の事業実施場所名を記入する。

設備名称

更新する設備の出力能力

代表企業のScope3削減に資する
設備更新に該当する

設備更新等の内容

施設概要

＜名称・主な業務内容＞

〇〇工場、〇〇の加工

環境省LD-Tech製品No.

代表企業のScope3削減に資する
設備更新に該当する

該当

認証年度

法定耐用年数 10年

台数 1

設備更新等の内容 空調設備の更新

更新する設備の出力能力 冷房能力　冷房消費電力　COP

製品番号等 GHIJ123

メーカー

使用予定年数 20年

事務連絡
先

部署 事業部

役職 課長

氏名 レンケイ　イチロウ

製造業

従業員数 3,000人

企業分類（プルダウンより選択） 大企業

事業実施責任者・役職
注）　企業の代表権を付与された者

代表取締役社長・〇〇　〇〇

企業概要

企業名 地域循環株式会社

法人番号（半角） 1234567890123

所在地 東京都港区・・・

主な業務内容 〇〇の製造、販売

資本金
注）　民間企業の場合のみ記入

100,000,000円

製品番号等

法定耐用年数

台数

製品名及び型番

勤務先住所 東京都港区・・・

電話番号 03-1234-6789

E-mail renkei@abc.jp

設備名称 空調

製品名及び型番

事業実施場所等
注）　上記事業実施者の事業実施場所名を記入する。

地域循環株式会社　〇〇工場

区画住所 〒〇〇〇－〇〇〇〇　〇〇県〇〇市〇〇町1-1-1

代表企業の情報は別紙1より自動的に転記される。

会社名、工場名を記入。

空調、コンプレッサー等、

設備の名称を記入。

判断する出力能力を記入。

例

空調⇒冷房能力と冷房消費電力とCOP等

照明⇒定格光束と消費電力と固有エネ消費効率等

代表企業にとってScope3対象に含

まれる設備(代表企業へ納品するも

のを生産する設備)は該当するを選

代表企業が事業を実施しない場合は記入不要。



（応募申請用）

補助事業におけるESCO事業者、リース事業者の利用する場合は、以下をご記入ください。

リース利用の有無

事業者名

ESCO利用の有無

事業者名

シェアードセービング契約方式で利用

リースを利用

左記以外の方式で利用



（応募申請用）

【別紙1-1】事業実施者（連携企業）の概要①

〒222-2222

産業分類

連携　太郎 フリガナ

〒222-2222

03-1111-1111 FAX番号

対策名称

製品名及び型番

設備名称

製品名及び型番

製品番号等

設備更新等の内容

＜名称・主な業務内容＞

〇〇工場、〇〇の加工

設備更新等の内容

注）　上記事業実施者の事業実施場所名を記入する。

台数

法定耐用年数

使用予定年数

事業実施責任者・役職
注）　企業の代表権を付与された者

代表取締役社長・〇〇　〇〇

役職

事業実施場所等
注）　上記事業実施者の事業実施場所名を記入する。

株式会社連携企業1　〇〇工場

更新する設備の出力能力

メーカー

②

事業実施者
①

更新設備として利
用する環境省LD-

Tech認証製品（LD-
Tech認証製品の利
用がない場合は記

入不要）

認証年度

環境省LD-Tech製品No.

メーカー

型番

設備名称

製品番号等

台数

代表企業のScope3削減に資する
設備更新に該当する

法定耐用年数

対策名称

区画住所 〒〇〇〇－〇〇〇〇　〇〇県〇〇市〇〇町1-1-1

施設概要

事務連絡
先

部署 業務部

勤務先住所 東京都中央区・・・

製造業

従業員数

法人番号（半角） 2345678901234

所在地

150人

企業分類（プルダウンより選択） 中小企業

100,000,000円

東京都中央区・・・

部長

氏名

資本金
注）　民間企業の場合のみ記入

レンケイ　タロウ

電話番号 03-1111-2222

E-mail renkei@efg.jp

事業実施場所等

更新設備として利
用する環境省LD-

Tech認証製品（LD-
Tech認証製品の利

認証年度

環境省LD-Tech製品No.

区画住所

施設概要

＜名称・主な業務内容＞

代表企業のScope3削減に資する
設備更新に該当する

株式会社連携企業1

主な業務内容 〇〇の製造

企業概要

企業名

更新する設備の出力能力

連携企業の情報を記入する。

代表企業のシートと同様に入力する。



（応募申請用）

【別紙1-1】事業実施者（連携企業）の概要②

333-3333

産業分類

脱炭素　太郎 フリガナ

〒333-3333

03-2222-2222 FAX番号

事業実施者

①

対策名称

更新設備として利
用する環境省LD-

Tech認証製品（LD-
Tech認証製品の利
用がない場合は記

入不要）
型番

事業実施場所等

②

区画住所

施設概要

対策名称

＜名称・主な業務内容＞

台数

設備更新等の内容

更新する設備の出力能力

代表企業のScope3削減に資する
設備更新に該当する

事業実施責任者・役職
注）　企業の代表権を付与された者

代表取締役社長・〇〇　〇〇

事業実施場所等
注）　上記事業実施者の事業実施場所名を記入する。

株式会社連携企業2　〇〇工場

区画住所 〒〇〇〇－〇〇〇〇　〇〇県〇〇市〇〇町1-1-1

施設概要

＜名称・主な業務内容＞

〇〇工場、〇〇の加工

法定耐用年数

設備名称

製品名及び型番

メーカー

氏名 ダツタンソ　タロウ

勤務先住所 東京都港区・・・

電話番号 03-2222-3333

E-mail renkei@efg.jp

更新する設備の出力能力

台数

設備更新等の内容

メーカー

使用予定年数

資本金
注）　民間企業の場合のみ記入

100,000,000円

企業概要

企業名 株式会社連携企業2

製品番号等

法人番号（半角） 3456789012345

所在地 東京都港区・・・

主な業務内容 〇〇の製造 製造業

従業員数 200人

企業分類（プルダウンより選択） 中小企業

事務連絡
先

部署 業務部

役職 部長

法定耐用年数

注）　上記事業実施者の事業実施場所名を記入する。

設備名称

製品番号等

製品名及び型番

環境省LD-Tech製品No.

代表企業のScope3削減に資する
設備更新に該当する

認証年度

連携企業の情報を記入する。

代表企業のシートと同様に入力する。



（応募申請用）

導入前

導入後

代表企業が事業を実施しない場合は記入不要です。注4

注2 導入前後の設備の台数・能力を記載してください。

注3 複数年度事業の場合、導入設備の導入年度を記載してください。

注1: 導入設備の導入前後の比較ができるように、概略図を作成してください。

【別紙１-2】 導入前後比較図（代表企業用）

事業実施者 地域循環株式会社

都市ガス

供給業者

吸収式例温水器

（冷房能力 90kw×2台）

吸収式例温水器

（冷房能力 40kw×2台）

電気事業者

ビル用マルチエアコン

・冷房能力 90kw×2台

・冷房能力 40kW×2台
受電設備

2026年度導入

導入前には、導入後の設備から更新される設備（赤点線

枠）を記入し、能力、台数も記入する。

導入後には、更新される設備（赤枠）を記入し、能

力、台数も記入する。



（応募申請用）

導入前

導入後

注3 複数年度事業の場合、導入設備の導入年度を記載してください。

【別紙１-2】 導入前後比較図

事業実施者①

注1: 導入設備の導入前後の比較ができるように、概略図を作成してください。

注2 導入前後の設備の台数・能力を記載してください。

株式会社連携企業1

代表企業用の図と同様に作成する。

代表企業用の図と同様に作成する。



（応募申請用）

導入前

導入後

注2 導入前後の設備の台数・能力を記載してください。

注3 複数年度事業の場合、導入設備の導入年度を記載してください。

【別紙１-2】 導入前後比較図

事業実施者②

注1: 導入設備の導入前後の比較ができるように、概略図を作成してください。

株式会社連携企業2

代表企業用の図と同様に作成する。

代表企業用の図と同様に作成する。



（応募申請用）

【別紙1-3】

項目 値

１.代表企業のScope3削減に向けた取り組み方針 ２．本事業の実施内容の概要

３．バリューチェーン概要と応募者の構成

「GX率先実行宣言」＆

CO2排出量を3,000t-

CO2／年以上削減

項目 内容

環境指標への取組み あり

パートナーシップ構築宣言 あり

LD-Tech製品利用 なし

デコ活への参画と宣言 あり

4．事業内容及び事業効果

300,000,000 150,000,000 49,999,000 20,000,000 12.6 1,500.00

80,000,000 76,000,000 38,000,000 5,500,000 7.7 2,000.00

120,000,000 117,000,000 58,500,000 6,000,000 10.3 3,000.00

500,000,000 343,000,000 146,499,000 31,500,000 6,500.00

事業が採択された場合、本シートの緑枠内の内容は公開されます。

 Scope3排出量削減のための企業間連携による省CO2設備投資促進事業　企業間連携の概要

代表企業 地域循環株式会社

CO2排出削減量(t-CO2) 6,500

2030年削減目標への取組 2050年削減目標への取組
費用対効果(円) 52,770

地域循環株式会社では、Scope1、2に加えてScope3の排出量を算

定し、2030年度において、温室効果ガスを2013年度から●●％削減

を目指して取り組んでいます。

原材料調達、サプライヤーからの納品、輸送・配送、廃棄物まで含めた

サプライチェーン全体で2050年カーボンニュートラルを目指します。

2050年カーボンニュートラルに向け、部品サプライヤーにヒアリングを実施。本補助事業の要件を満たす

２社と本事業を実施します。

本事業では、●●t/年の削減となります。

連携企業のCO2排出削減

量割合
76.9%

連携企業数(社) 2

中小企業の構成数(社) 2

参加企業名 参加の位置付
Scope3

カテゴリー
バリューチェーン上の位置付け 企業分類

株式会社連携企業2 連携企業 1 代表企業への部品納入

地域循環株式会社 代表企業 部品の購入者およびScope3削減推進

株式会社連携企業1 連携企業 1 代表企業への部品納入

補助対象設備にお

けるLD-Tech認証

製品利用有無

対策前CO2排

出量(年間)

（t-CO2/年）

費用対効果

(円/t-CO2)

総事業費

（円）

1 代表企業 地域循環株式会社 同左 設備更新 空調設備の更新 R8･R9

事業実施内容
事業実施

時期

補助

事業

No.

参加の位置付け
Scope3

カテゴリ

補助事業実施企業名

(ESCO/リース会社/金融機関は対象外)
更新設備の設備所有者 対策の種類

補助金所要額

（円）

ランニングコスト削

減額

（円/年）

9

8

7

2,000.00 38,000

1,000.00

R8･R9

100,000

年間CO2削減

量

（t-CO2/

年）

削減率

300.00 30.00%

1,000.00 50.00%

大企業

中小企業

中小企業

-

-

R9 3,000.00

-

-

39,000

-

-

800.00 26.66%

5

4

3 連携企業 1 株式会社連携企業2

連携企業 1 株式会社連携企業1

2,100.00 35.00%

投資回収

年数

(年)

6

同左 設備更新

2 同左 設備更新 ボイラーの更新

コンプレッサーの更新

補助対象経費

   （円）

合計 6,000.00 52,770

法定耐用年数内に

見込まれるCO2排

出削減量の合計

(t-CO2)

利用あり

利用あり

利用あり

利用あり

利用あり

利用あり

利用あり

利用あり

利用あり

該当する

該当する

該当する

該当する

該当する

該当する

該当する

該当する

該当する

利用あり

利用あり

利用あり

利用あり

利用あり

利用あり

利用あり

利用あり

利用あり

該当する

該当する

該当する

該当する

該当する

該当する

該当する

該当する

該当する

利用あり

利用あり

利用あり

利用あり

利用あり

利用あり

利用あり

利用あり

利用あり

該当する

該当する

該当する

該当する

該当する

該当する

該当する

該当する

該当する

部品納入

（金属加工品）
【代表企業】

地域循環株式会社

自動車メーカー

【連携企業】

連携企業1株式会社

【連携企業】

連携企業2株式会社

部品納入

（樹脂成型品）

代表企業と連携企業の関係性に加えて、金融機関

等と連携している場合もここに記入してください。

代表企業が大企業の場合は連携企業2者以上、

中堅・中小企業の場合は連携企業1者以上と合意

を行うことが必要。

大企業 30％以上

中堅企業 20％以上

中小企業 10％以上 必要。

合計で30％以上必要。

複数ある場合は直接入力する。

３年以上必要。
10万円/t-CO2以下であること。



【別紙1-4】

事業説明資料

■代表企業の業種、バリューチェーンの関係と応募経緯の説明を記入してください。

■今回の更新設備の効果や動機、および削減目標との関連などの説明を記入してください。
Scope3のCO2削減取組として、サプライヤーに対してCO2削減に向けた設備導入計画の有無を調査し、〇〇設備の導入推奨を行った結果、今回の応募に至った。

※該当設備のカタログ、パンフレットはPDF等で別途ご提出ください。

※黄色いセルに入力してください。

〇〇部品製造業である〇〇株式会社を代表企業として、〇〇企業２社を連携企業としたバリューチェーンでの応募。

■代表企業としてのCO2排出量削減の取り組み状況(GXリーグ参画及びGXフューチャーリーグ参画やGX率先宣言の具体的内容)及びScope3企業

との削減活動の取り組みの説明を記入してください。
GX率先実行宣言やGXフューチャーリーグ参画を行っているほか、Scope1・2の削減に向けた取組（〇〇の積極導入等）を進めている。Scope3の削減にも積極的に取り組んでおり、日頃から

関係性の深いサプライヤーに対して排出量把握の提案やScope3事業の案内を行っている。



■バリューチェーン概略
別紙1-3のバリューチェーン概略図を貼り付けてください。

代表企業 連携企業① 　　　　　　　　　　　　連携企業② 連携企業③

所在地 所在地 　　　　　　　　　　　　所在地 　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地 　所在地

連携企業④ 連携企業⑤ 　　　　　　　　　　　　連携企業⑥ 連携企業⑦

所在地 所在地 　　　　　　　　　　　　所在地  　所在地

連携企業⑧

所在地

■事業詳細

1,500.00 49,999 20,000

2,000.00 38,000 5,500

3,000.00 58,500 6,000

6,500.00 146,499 31,500

地域循環株式会社 株式会社連携企業1 株式会社連携企業2

補助事業

No.

参加の

位置付け

Scope3

カテゴリ

補助事業実施企業名

(ESCO/リース会社/金融機関は

対象外)

事業実施内容
事業実施

時期

法定耐用年数内に見

込まれるCO2排出削減

量の合計

(t-CO2)

東京都港区 東京都中央区 東京都港区

30.00% 100,000 300,000 150,000

補助金所要額

（千円）

ランニングコスト

削減額

（千円/年）

1 代表企業 地域循環株式会社 空調設備の更新 R8･R9

削減率
費用対効果

(円/t-CO2)

総事業費

（千円）

補助対象経費

   （千円）

26.66% 39,000 120,000 117,000

80,000 76,000

3 連携企業 1 株式会社連携企業2 コンプレッサーの更新 R9

ボイラーの更新 R8･R9 50.00% 38,0002 連携企業 1 株式会社連携企業1

5

4

7

6

9

8

343,000合計 35.00% 52,770 500,000

都道府県と市町村を記入。

別紙1-3より自動で転記される。

別紙1-3のバリューチェーン概

略図を貼り付ける。

部品納入

（金属加工品）
【代表企業】

地域循環株式会社

自動車メーカー

【連携企業】

連携企業1株式会社

【連携企業】

連携企業2株式会社

部品納入

（樹脂成型品）



IRR値

投資回収期間

IRR値

投資回収期間

【代表企業】 地域循環株式会社

【事業内容】

〇〇の開発、設計、製造、販売を行っており、〇〇産業を中心に事業を展開する企業

【申請概要】 【投資判断基準】

IRR値がマイナスの場合、理由について以下からあてはまるものを選択してく

ださい。

設備更新による増分キャッシュフローをランニングコスト削減額

のみで算定しているため

設備更新による売上増加や生産性向上等の収益効果を見

込んでいないため

法定耐用年数内では設備投資額を回収できないため

-13.9%

・費用対効果 100,000円/ｔ-CO2 12.6年

・対象機器

（例：ビル用マルチエアコン3台）
複数ある場合は複数記入してください。

コンプレッサー1台 15.0年

・事業実施期間 R8年度～R9年度 ・補助金あり

・総事業費 300,000千円 補助金額 49,999千円 ・補助金なし

・実施場所（〇〇県〇〇市）

複数ある場合は複数記入してください。
東京都港区 -16.2%

製品名および品番 GHIJ123

冷房能力　冷房消費電力

COP

冷房能力（kw)　　　　　350

冷房房消費電力（kw）150.5

COP　2.5

冷房能力（kw)　　　　　280

冷房房消費電力（kw）65.3

COP　4.3

【更新設備】

空調 更新前 更新後

メーカー名 CD-EF-W

・CO2削減量 300.00ｔ-CO2/年 CO2削減率 30.00%

更新前 更新後

メーカー名

製品名および品番

更新前 更新後

メーカー名

製品名および品番

IRR値は【別紙】IRR値の計算について

より自動で転記される。

IRR値は【別紙】IRR値の計算について

より自動で転記される。

出力能力項目は別紙1-1より自動で転

記される。

更新前後の出力能力の数値を記入。

設備名称と台数を記入。

別紙1-1に入力された設備名が転記される。

IRR値がマイナスの場合

いずれかにチェックする。



IRR値

投資回収期間

IRR値

投資回収期間

【連携企業①】 株式会社連携企業1

IRR値がマイナスの場合、理由について以下からあてはまるものを選択してく

ださい。

設備更新による増分キャッシュフローをランニングコスト削減額

のみで算定しているため

設備更新による売上増加や生産性向上等の収益効果を見

込んでいないため

R8年度～R9年度 ・補助金あり

・CO2削減量 1,000.00ｔ-CO2/年 CO2削減率 50.00%

・実施場所（〇〇県〇〇市）

複数ある場合は複数記入してください。

・対象機器

（例：ビル用マルチエアコン3台）
複数ある場合は複数記入してください。

14.5年

【事業内容】

【申請概要】 【投資判断基準】

・総事業費 80,000千円 補助金額 38,000千円 ・補助金なし

法定耐用年数内では設備投資額を回収できないため・事業実施期間

製品名および品番

更新前 更新後

メーカー名

メーカー名

製品名および品番

・費用対効果 38,000円/ｔ-CO2 7.7年

【更新設備】

更新前 更新後

製品名および品番

更新前 更新後

メーカー名

代表企業と同様に記入する。



IRR値

投資回収期間

IRR値

投資回収期間

・対象機器

（例：ビル用マルチエアコン3台）
複数ある場合は複数記入してください。

20.0年

・事業実施期間 令和9年度 ・補助金あり

・総事業費 120,000千円 補助金額 58,500千円 ・補助金なし

・実施場所（〇〇県〇〇市）

複数ある場合は複数記入してください。

【連携企業②】 株式会社連携企業2

【事業内容】

【申請概要】 【投資判断基準】

IRR値がマイナスの場合、理由について以下からあてはまるものを選択してく

ださい。

設備更新による増分キャッシュフローをランニングコスト削減額

のみで算定しているため

設備更新による売上増加や生産性向上等の収益効果を見

込んでいないため

法定耐用年数内では設備投資額を回収できないため

【更新設備】

更新前 更新後

メーカー名

・CO2削減量 800.00ｔ-CO2/年 CO2削減率 26.66% #REF!

・費用対効果 39,000円/ｔ-CO2 10.3年

メーカー名

製品名および品番

更新前 更新後

製品名および品番

メーカー名

製品名および品番

更新前 更新後

代表企業と同様に記入する。



【別紙】IRR値の計算について 
代表企業 項目 補助金なし 補助金あり

IRR値(内部収益率)の計算について IRR -16.2% -13.9%

黄色いセルに入力してください。 初期投資 -300,000 -250,001 単位:千円 更新設備 設備名称 総事業費 補助金 年間収益
法定耐用

年数
初期投資: 総事業費 投資1年目 10,000 10,000 更新設備① 空調 300,000 49,999 10,000 10.0

補助金 補助金所要額 　　2年目 10,000 10,000 更新設備② 0.0

年間収益 ランニングコスト低減額 　　3年目 10,000 10,000 更新設備③ 0.0

・エネルギー使用量低減・修繕費他のコスト低減額 　　4年目 10,000 10,000 更新設備④ 0.0

計算期間 更新した設備の法定耐用年数 　　5年目 10,000 10,000 更新設備⑤ 0.0

IRR値 右図の関数計算を参照のこと 　　6年目 10,000 10,000 合計 300,000 49,999 10,000

複数設備 合算してIRRを計算。なお複数年度の工事完了でも 　　7年目 10,000 10,000 IRR計算 300,000 49,999 10,000 10.0

初期投資を0年目とし、計算期間を法定耐用年数の 　　8年目 10,000 10,000

加重平均を使用して計算する。 　　9年目 10,000 10,000

　　10年目 10,000 10,000

　　11年目

　　12年目

　　13年目

　　14年目

　　15年目

総事業費 300,000 千円

補助金 49,999 千円

年間収益 10,000 千円

計算期間 10.0 年

連携企業① 項目 補助金なし 補助金あり

IRR 別紙1-4に自動入力されます

初期投資 -80,000 -42,000 単位:千円 更新設備 設備名称 総事業費 補助金 年間収益
法定耐用

年数
投資1年目 0 0 更新設備① 0 0.0

　　2年目 0 0 更新設備② 0 0.0

　　3年目 0 0 更新設備③ 0 0.0

　　4年目 0 0 更新設備④ 0 0.0

　　5年目 0 0 更新設備⑤ 0 0.0

　　6年目 0 0 合計 0 0 0

　　7年目 0 0 IRR計算 0 0 0

　　8年目 0 0

　　9年目 0 0

　　10年目 0 0

　　11年目 0 0

　　12年目 0 0

　　13年目 0 0 同一になるように各設備（黄色セル）にしてください。

　　14年目 0 0

　　15年目 0 0

総事業費 80,000 千円

補助金 38,000 千円

年間収益 0 千円

計算期間 年

設備名称は別紙1-1よ

り自動で転記される。

総事業費と補助金の各合計金額

が同一になるように各設備（黄色

セル）に入力する。

IRR値は別紙1-4に自動で

転記される。

法定耐用年数は別紙1-1より

自動で転記される。

法定耐用年数分の年間収益

が自動で転記される。

代表企業と同様に入力する。



連携企業② 項目 補助金なし 補助金あり

IRR 別紙1-4に自動入力されます

初期投資 -120,000 -61,500 単位:千円 更新設備 設備名称 総事業費 補助金 年間収益
法定耐用

年数
投資1年目 0 0 更新設備① 0 0.0

　　2年目 0 0 更新設備② 0 0.0

　　3年目 0 0 更新設備③ 0 0.0

　　4年目 0 0 更新設備④ 0 0.0

　　5年目 0 0 更新設備⑤ 0 0.0

　　6年目 0 0 合計 0 0 0

　　7年目 0 0 IRR計算 0 0 0

　　8年目 0 0

　　9年目 0 0

　　10年目 0 0

　　11年目 0 0

　　12年目 0 0

　　13年目 0 0 同一になるように各設備（黄色セル）にしてください。

　　14年目 0 0

　　15年目 0 0

総事業費 120,000 千円

補助金 58,500 千円

年間収益 0 千円

計算期間 年

代表企業と同様に入力する。



（応募申請用）

※1　「GX率先実行宣言」＆CO2排出量を3,000t-CO2／年以上削減する事業所がある場合は、【別紙2-1】補助対象経費計算書（事業所内訳）にも記入し、（1）、（2）、（4）は別紙2-1の各合計額を記入してください。

※2　実施事業所が2事業所以上ある場合は、【別紙2-1】補助対象経費計算書（事業所内訳）にも記入し、（1）、（2）、（4）は別紙2-1の各合計額を記入してください。

＜令和8年度にかかる補助対象＞

参加の位置付 会社名
中小企業
者該当

「GX率先実
行宣言」＆
CO2排出量
を3,000t-

CO2／年以
上削減

※1

実施
事業所数

※2
(補助率) (1)総事業費 (2)寄付金その他の収入

(3)差引額
(1) － (2)

(4)補助対象経費
    支出予定額

(5)基準額
（採択通知書の補助
基本額。応募の際入

力不要）

(6)選定額
(4)と(5)を比較して

少ない方の額

(7)補助基本額
(3)と(6)を比較して

少ない方の額

(8)補助金所要額
　　(7)X(補助率)

　　千円未満切り捨
て

代表企業 地域循環株式会社 1/3 100,000,000 0 100,000,000 50,000,000 50,000,000 50,000,000 16,666,000

連携企業 株式会社連携企業1 ○ 2 － 30,000,000 0 30,000,000 28,000,000 28,000,000 28,000,000 14,000,000

連携企業 株式会社連携企業2 ○ 1/2 120,000,000 0 120,000,000 117,000,000 117,000,000 117,000,000 58,500,000

0

0

0

0

0

0

合計 250,000,000 0 250,000,000 195,000,000 0 195,000,000 195,000,000 89,166,000

※1　「GX率先実行宣言」＆CO2排出量を3,000t-CO2／年以上削減する事業所がある場合は、【別紙2-1】補助対象経費計算書（事業所内訳）にも記入し、（1）、（2）、（4）は別紙2-1の各合計額を記入してください。

※2　実施事業所が2事業所以上ある場合は、【別紙2-1】補助対象経費計算書（事業所内訳）にも記入し、（1）、（2）、（4）は別紙2-1の各合計額を記入してください。

＜令和9年度にかかる補助対象＞

参加の位置付 会社名
中小企業
者該当

「GX率先実
行宣言」＆
CO2排出量
を3,000t-

CO2／年以
上削減

※1

実施
事業所数

※2
(補助率) (1)総事業費 (2)寄付金その他の収入

(3)差引額
(1) － (2)

(4)補助対象経費
    支出予定額

(5)基準額
（採択通知書の補助
基本額。応募の際入

力不要）

(6)選定額
(4)と(5)を比較して

少ない方の額

(7)補助基本額
(3)と(6)を比較して

少ない方の額

(8)補助金所要額
　　(7)X(補助率)

　　千円未満切り捨
て

代表企業 地域循環株式会社 1/3 200,000,000 0 200,000,000 100,000,000 100,000,000 100,000,000 33,333,000

連携企業 株式会社連携企業1 ○ 2 － 50,000,000 0 50,000,000 48,000,000 48,000,000 48,000,000 24,000,000

連携企業 株式会社連携企業2 ○ 1/2 0 0 0 0 0 0 0

合計 250,000,000 0 250,000,000 148,000,000 0 148,000,000 148,000,000 57,333,000

※1　「GX率先実行宣言」＆CO2排出量を3,000t-CO2／年以上削減する事業所がある場合は、【別紙2-1】補助対象経費計算書（事業所内訳）にも記入し、（1）、（2）、（4）は別紙2-1の各合計額を記入してください。

※2　実施事業所が2事業所以上ある場合は、【別紙2-1】補助対象経費計算書（事業所内訳）にも記入し、（1）、（2）、（4）は別紙2-1の各合計額を記入してください。

＜令和10年度にかかる補助対象＞

参加の位置付 会社名
中小企業
者該当

「GX率先実
行宣言」＆
CO2排出量
を3,000t-

CO2／年以
上削減

※1

実施
事業所数

※2
(補助率) (1)総事業費 (2)寄付金その他の収入

(3)差引額
(1) － (2)

(4)補助対象経費
    支出予定額

(5)基準額
（採択通知書の補助
基本額。応募の際入

力不要）

(6)選定額
(4)と(5)を比較して

少ない方の額

(7)補助基本額
(3)と(6)を比較して

少ない方の額

(8)補助金所要額
　　(7)X(補助率)

　　千円未満切り捨
て

代表企業 地域循環株式会社 1/3 0 0 0

連携企業 株式会社連携企業1 ○ 1/2 0 0 0

連携企業 株式会社連携企業2 ○ 1/2 0 0 0

合計 0 0 0 0 0 0 0 0

＜事業全体にかかる補助対象 (令和8年度～令和10年度の合計) ＞

参加の位置付 会社名
中小企業
者該当

「GX率先実
行宣言」＆
CO2排出量
を3,000t-

CO2／年以
上削減

実施
事業所数 (補助率) (1)総事業費 (2)寄付金その他の収入

(3)差引額
(1) － (2)

(4)補助対象経費
    支出予定額

(5)基準額
（採択通知書の補助
基本額。応募の際入

力不要）

(6)選定額
(4)と(5)を比較して

少ない方の額

(7)補助基本額
(3)と(6)を比較して

少ない方の額

(8)補助金所要額
　　(7)X(補助率)

　　千円未満切り捨
て

代表企業 地域循環株式会社 1/3 300,000,000 0 300,000,000 150,000,000 0 150,000,000 150,000,000 49,999,000

連携企業 株式会社連携企業1 ○ 2 － 80,000,000 0 80,000,000 76,000,000 0 76,000,000 76,000,000 38,000,000

連携企業 株式会社連携企業2 ○ 1/2 120,000,000 0 120,000,000 117,000,000 0 117,000,000 117,000,000 58,500,000

合計 500,000,000 0 500,000,000 343,000,000 0 343,000,000 343,000,000 146,499,000

【別紙2】　補助対象経費計算書

事業所が2ヶ所以上ある

場合は別紙2-1にも記入。
事業所が2ヶ所以上ある場合は

別紙2-1合計欄から転記する。

事業所が2ヶ所以上ある場合は

別紙2-1合計欄から転記する。



（応募申請用）

事業実施者： 中小企業該当： ○ R9以降に事業所を追加する場合は、事業所名の空欄に直接入力してください。 単位：円

事業所名

CO2排出量を
3,000t-CO2
／年以上削

減

(補助率) (1)総事業費 (2)寄付金その他の収入
(3)差引額
(1) － (2)

(4)補助対象経費
    支出予定額

(5)基準額
（採択通知書の補助
基本額。応募の際入

力不要）

(6)選定額
(4)と(5)を比較して

少ない方の額

(7)補助基本額
(3)と(6)を比較して

少ない方の額

(8)補助金所要額
　　(7)X(補助率)

　　千円未満切り捨て

連携企業1の① 1/2 10,000,000 0 10,000,000 9,000,000 9,000,000 9,000,000 4,500,000

連携企業1の② 1/2 20,000,000 0 20,000,000 19,000,000 19,000,000 19,000,000 9,500,000

合計 30,000,000 0 30,000,000 28,000,000 0 28,000,000 28,000,000 14,000,000

事業所名

CO2排出量を
3,000t-CO2
／年以上削

減

(補助率) (1)総事業費 (2)寄付金その他の収入
(3)差引額
(1) － (2)

(4)補助対象経費
    支出予定額

(5)基準額
（採択通知書の補助
基本額。応募の際入

力不要）

(6)選定額
(4)と(5)を比較して

少ない方の額

(7)補助基本額
(3)と(6)を比較して

少ない方の額

(8)補助金所要額
　　(7)X(補助率)

　　千円未満切り捨て

連携企業1の① 1/2 20,000,000 20,000,000 19,000,000 19,000,000 19,000,000 9,500,000

連携企業1の② 1/2 30,000,000 30,000,000 29,000,000 29,000,000 29,000,000 14,500,000

合計 50,000,000 0 50,000,000 48,000,000 0 48,000,000 48,000,000 24,000,000

事業所名

CO2排出量を
3,000t-CO2
／年以上削

減

(補助率) (1)総事業費 (2)寄付金その他の収入
(3)差引額
(1) － (2)

(4)補助対象経費
    支出予定額

(5)基準額
（採択通知書の補助
基本額。応募の際入

力不要）

(6)選定額
(4)と(5)を比較して

少ない方の額

(7)補助基本額
(3)と(6)を比較して

少ない方の額

(8)補助金所要額
　　(7)X(補助率)

　　千円未満切り捨て

連携企業1の① 1/2 0 0 0

連携企業1の② 1/2 0 0 0

合計 0 0 0 0 0 0 0 0

事業所名

CO2排出量を
3,000t-CO2
／年以上削

減

(補助率) (1)総事業費 (2)寄付金その他の収入
(3)差引額
(1) － (2)

(4)補助対象経費
    支出予定額

(5)基準額
（採択通知書の補助
基本額。応募の際入

力不要）

(6)選定額
(4)と(5)を比較して

少ない方の額

(7)補助基本額
(3)と(6)を比較して

少ない方の額

(8)補助金所要額
　　(7)X(補助率)

　　千円未満切り捨て

連携企業1の① 1/2 30,000,000 0 30,000,000 28,000,000 28,000,000 28,000,000 14,000,000

連携企業1の② 1/2 50,000,000 0 50,000,000 48,000,000 48,000,000 48,000,000 24,000,000

合計 80,000,000 0 80,000,000 76,000,000 0 76,000,000 76,000,000 38,000,000

＜事業全体にかかる補助対象 (令和8年度～令和10年度の合計) ＞

【別紙2-1】　補助対象経費計算書（事業所内訳）①

株式会社連携企業1

↑（1）（2）（4）の合計金額を別紙2にコピー

↑（1）（2）（4）の合計金額を別紙2にコピー

↑（1）（2）（4）の合計金額を別紙2にコピー

＜令和8年度にかかる補助対象＞

＜令和9年度にかかる補助対象＞

＜令和10年度にかかる補助対象＞

別紙2に転記する。

R9以降に事業所を追加する場合

は、事業所名の空欄に直接入力

する。

別紙2で事業所が２か所以上ある場合に入力する。

別紙2に転記する。



7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

契約

撤去完了予定日

工事期間

検収・支払

完了実績報告書等

契約

撤去完了予定日

工事期間

検収・支払

完了実績報告書等

契約

撤去完了予定日

工事期間

検収・支払

完了実績報告書等

事業実施スケジュール例（書式自由）

実施内容

R8年度 R9年度

交付申請～交付決定

代

表

企

業

（

地

域

循

環

㈱

）

応募申請～採択

交付申請～交付決定

交付申請～交付決定

連

携

企

業

（

㈱

連

携

企

業

1

）

連

携

企

業

（

㈱

連

益

企

業

2

）

★交付申請

★交付決定

検収★ 支払★

ボイラー更新

★契約

検収★ 支払★

コンプレッサー更新

★撤去完了予定日3/31

★撤去完了予定日1/31

★年度終了実績報告書提出4/10
★完了実績報告書提出予定日6/15

複数年度にわたる事業の場合は、全行程を含めた実施

スケジュールとし、年度ごとに工事を切り分けて記載する。

★補助金交付

★完了実績報告書提出予定日2/10
★補助金交付 ～３月末

★応募申請

★交付申請

★採択

★交付決定

検収★ 支払★

空調設備更新

★契約

★完了実績報告書提出予定日8/15

★補助金交付

★撤去完了予定日2/10

★概算払請求書提出予定日3/6

★年度終了実績報告書提出4/10

★概算払請求書提出予定日3/6

完了実績報告書は、検収した日から起算して30

日を経過した日、又は毎年2月10日のいずれか

早い日までに提出。

概算払請求書は、毎年3月6日ま

でに提出。

年度終了報告書は、毎年4月10日

までに提出。

交付決定後に契約可能。

★交付申請

★交付決定

★契約



                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                 

実施体制図例（書式自由）

株式会社連携企業2

設備工事責任者

代表取締役　〇〇　〇〇

設備工事責任者

代表取締役　〇〇　〇〇

設備工事責任者

代表取締役　〇〇　〇〇

代表企業

地域循環株式会社

保守計画

定期点検（〇回/年）

保守計画

定期点検（〇回/年）

保守計画

定期点検（〇回/年）

株式会社連携企業1

経理担当

経理部　〇〇　〇〇

経理担当

経理部　〇〇　〇〇

経理担当

経理部　〇〇　〇〇

保守担当

メンテナンス委託

保守担当

施工業者委託

保守担当

メンテナンス委託

補助事業事務担当

総務部　〇〇　〇〇

補助事業事務担当

総務部　〇〇　〇〇

補助事業事務担当

総務部　〇〇　〇〇

施工管理担当

業務部　〇〇　〇〇

施工管理担当

業務部　〇〇　〇〇

施工管理担当

業務部　〇〇　〇〇

補助事業の実施体制について、補助事業者内の施行管

理や経理等の体制、設備の保守計画を含め記入する。


